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(注) １．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。 

３．自己資本比率は、(（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末少数株主

持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。 

４．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載し

ております。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は当社１社です。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

平成24年度第１四半期
連結累計期間

平成25年度第１四半期 
連結累計期間

平成24年度

(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日)

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

経常収益 百万円 9,630 9,483 39,368

 うち信託報酬 百万円 ― ― ―

経常利益 百万円 2,054 1,621 5,664

四半期純利益 百万円 1,122 941 ―

当期純利益 百万円 ― ― 2,776

四半期包括利益 百万円 1,042 323 ―

包括利益 百万円 ― ― 3,819

純資産額 百万円 87,866 89,312 90,009

総資産額 百万円 1,908,430 1,994,307 1,918,205

１株当たり四半期純利益金額 円 29.11 24.74 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 72.44

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額

円 29.10 24.71 ―

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

円 ― ― 72.41

自己資本比率 ％ 4.49 4.35 4.56

信託財産額 百万円 ― ― ―

２ 【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事業等のリスク

については、前事業年度の有価証券報告書における記載から重要な変更及び新たに生じたリスクはありま

せん。 

  

該当ありません。 

  

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ

（当行及び連結子会社）が判断したものであります。 

業績の状況 

平成26年３月期第１四半期（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）の国内経済は、アベノ

ミクスによる金融政策および経済対策の効果と輸出環境の改善による企業の生産活動の改善から、持

ち直しの動きが続きました。 

沖縄県経済は、消費関連は堅調な中、テレビ販売の不振が続くなど一部で弱含みの動きが続いてい

るものの、観光関連は入域観光客の増勢が続いていることから堅調に推移し、建設関連も底堅いこと

から、緩やかに拡大を続けました。 

このような環境のもと、当行グループの当第１四半期の業績は以下の通りとなりました。 

 経常収益は、投資信託や保険販売などによる役務取引等収益が増加した一方で、貸出金が住宅ロー

ンやアパートローンを中心に引き続き好調に推移し平残は増加しましたが、利回りの低下により貸出

金利息が減少したことなどから前年同期を１億47百万円下回る94億83百万円となりました。 

一方、経常費用は、預金利回りの低下により預金利息が減少しましたが、貸倒引当金繰入額が増加

したことなどから前年同期を２億85百万円上回る78億61百万円となりました。 

この結果、経常利益は前年同期を４億32百万円下回る16億21百万円、四半期純利益は前年同期を１

億80百万円下回る９億41百万円となりました。 

財政状態について、当第１四半期末の総資産は前連結会計年度末比761億円増加の１兆9,943億円と

なりました。純資産はその他有価証券評価差額金の減少を主因に前連結会計年度末比６億円減少の

893億円となりました。 

主要勘定としては、預金は個人預金、法人預金、公金預金ともに好調に推移したことから前連結会

計年度末比795億円増加の１兆8,711億円となりました。貸出金は、個人向け貸出は住宅ローンやアパ

ートローンを中心に引き続き好調に推移しましたが、法人向け貸出が工事運転資金の減少等例年の季

節的な要因により減少したことなどから前連結会計年度末比163億円減少の１兆2,245億円となりまし

た。有価証券は債券の積み増しにより前連結会計年度末比142億円増加の4,705億円となりました。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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国内・国際業務部門別収支 

当第１四半期連結累計期間における資金運用収支は68億24百万円、役務取引等収支は8億83百万円、

その他業務収支は46百万円となっております。 

部門別にみますと、国内部門の資金運用収支は71億43百万円、国際部門の資金運用収支は32百万円と

なっております。 

 
(注) １  国内業務部門は当行の円建取引及び子会社取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、

円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。 

２  資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の

利息であります。 

３  相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。 

  

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 6,827 40 1 6,866

当第１四半期連結累計期間 7,143 32 351 6,824

 うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 7,662 76 18

14
7,706

当第１四半期連結累計期間 7,715 55 365
11

7,393

 うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 835 36 17

14
840

当第１四半期連結累計期間 571 23 14
11
568

信託報酬
前第１四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ―

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 1,023 10 248 786

当第１四半期連結累計期間 1,119 7 243 883

 うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,058 18 492 1,584

当第１四半期連結累計期間 2,113 16 378 1,752

 うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 1,035 7 244 798

当第１四半期連結累計期間 994 8 134 868

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 48 57 ― 105

当第１四半期連結累計期間 △28 74 ― 46

 うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 56 57 ― 113

当第１四半期連結累計期間 9 74 ― 84

 うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 7 ― ― 7

当第１四半期連結累計期間 38 ― ― 38
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

当第１四半期連結累計期間における役務取引等収益は17億52百万円、そのうち為替業務によるもの3

億25百万円、クレジットカード業務によるもの2億39百万円となっております。一方役務取引等費用は8

億68百万円、そのうち為替業務によるもの76百万円となっております。その結果、役務取引等収支は8

億83百万円となっております。 

 
(注) １ 国内業務部門は当行の円建取引及び子会社取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。 

２ 相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。 

  

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,058 18 492 1,584

当第１四半期連結累計期間 2,113 16 378 1,752

 うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 217 ― ― 217

当第１四半期連結累計期間 236 ― ― 236

 うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 311 18 0 330

当第１四半期連結累計期間 309 16 0 325

 うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 134 ― ― 134

当第１四半期連結累計期間 157 ― ― 157

 うちクレジット 
 カード業務

前第１四半期連結累計期間 226 ― ― 226

当第１四半期連結累計期間 239 ― ― 239

 うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 361 0 229 132

当第１四半期連結累計期間 298 0 120 178

 うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 4 ― ― 4

当第１四半期連結累計期間 9 ― ― 9

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 1,035 7 244 798

当第１四半期連結累計期間 994 8 134 868

 うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 66 7 ― 74

当第１四半期連結累計期間 67 8 ― 76
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

  

 
(注) １  国内業務部門は当行の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引は国際業務部門に含めております。 

２  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３  定期性預金＝定期預金 

４  相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。 

  

国内・海外別貸出金残高の状況 

○業種別貸出状況(末残構成比) 
  

 
(注) １ 国内とは当行及び国内子会社であります。 

２ 海外及び特別国際金融取引勘定分については、該当ありません。 

  

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況 

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、
当社１社です。 
なお、前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末においては、信託の受託残高はありませ

ん。 

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 1,747,041 41,164 5,422 1,782,783

当第１四半期連結会計期間 1,838,955 38,346 6,197 1,871,105

 うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 790,296 ― 5,422 784,873

当第１四半期連結会計期間 899,820 ― 6,197 893,622

 うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 947,284 ― ― 947,284

当第１四半期連結会計期間 921,210 ― ― 921,210

 うちその他
前第１四半期連結会計期間 9,461 41,164 ― 50,625

当第１四半期連結会計期間 17,925 38,346 ― 56,272

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

総合計
前第１四半期連結会計期間 1,747,041 41,164 5,422 1,782,783

当第１四半期連結会計期間 1,838,955 38,346 6,197 1,871,105

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,180,069 100.00 1,224,589 100.00

 製造業 56,775 4.81 47,896 3.91

 農業、林業 1,923 0.16 1,803 0.15

 漁業 667 0.06 666 0.05

 鉱業、採石業、砂利採取業 1,975 0.17 2,940 0.24

 建設業 52,019 4.41 51,726 4.22

 電気・ガス・熱供給・水道業 4,129 0.35 3,655 0.30

 情報通信業 9,655 0.82 10,338 0.84

 運輸業、郵便業 18,660 1.58 18,993 1.55

 卸売業、小売業 96,144 8.15 98,279 8.03

 金融業、保険業 17,460 1.48 20,302 1.66

 不動産業、物品賃貸業 268,585 22.76 273,340 22.32

 医療・福祉 52,108 4.41 50,825 4.15

 その他のサービス 82,801 7.02 103,791 8.48

 地方公共団体 111,615 9.46 107,107 8.75

 その他 405,546 34.36 432,919 35.35

合計 1,180,069 100.00 1,224,589 100.00
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該当ありません。 

  

該当ありません。 

  

該当ありません。 

  

  

 
  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 65,000,000

計 65,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年８月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,808,470 同左
東京証券取引所
(市場第一部) 
福岡証券取引所

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,808,470 同左 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成25年６月30日 ― 38,808 ― 54,127 ― 10,000

(6) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができませんので、直前の基準日である平成25年３月31日の株主名簿により記載しており

ます。 

  

平成25年３月31日現在 

 
(注)１ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権２個) 

含まれております。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式78株が含まれております。 

  

平成25年３月31日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

541,500
― 普通株式であります。

完全議決権株式(その他) 38,068,500 380,685 普通株式であります。

単元未満株式 198,470 ― 普通株式であります。

発行済株式総数 38,808,470 ― ―

総株主の議決権 ― 380,685 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
 当 行

沖縄県那覇市久茂地
１丁目11番１号

541,500 ─ 541,500 1.39

計 ― 541,500 ─ 541,500 1.39

２ 【役員の状況】
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１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費

用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。 

  

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成25年

４月１日 至平成25年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月

30日）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けており

ます。 

  

第４ 【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

現金預け金 77,609 170,975

コールローン及び買入手形 98,800 83,467

買入金銭債権 545 500

商品有価証券 － 13

金銭の信託 2,279 2,273

有価証券 456,253 470,520

貸出金 ※1  1,240,973 ※1  1,224,589

外国為替 1,041 794

その他資産 10,980 12,181

有形固定資産 18,662 18,630

無形固定資産 2,306 2,463

繰延税金資産 7,508 7,782

支払承諾見返 8,135 7,395

貸倒引当金 △6,891 △7,279

資産の部合計 1,918,205 1,994,307

負債の部   

預金 1,791,528 1,871,105

借用金 464 368

外国為替 94 84

社債 8,000 8,000

その他負債 14,437 12,915

賞与引当金 523 132

退職給付引当金 1,955 1,962

睡眠預金払戻損失引当金 87 87

偶発損失引当金 281 254

再評価に係る繰延税金負債 2,688 2,688

支払承諾 8,135 7,395

負債の部合計 1,828,196 1,904,995

純資産の部   

資本金 54,127 54,127

資本剰余金 10,045 10,045

利益剰余金 20,950 21,318

自己株式 △556 △1,001

株主資本合計 84,567 84,489

その他有価証券評価差額金 1,825 1,150

繰延ヘッジ損益 0 0

土地再評価差額金 1,211 1,211

その他の包括利益累計額合計 3,037 2,361

新株予約権 117 117

少数株主持分 2,286 2,342

純資産の部合計 90,009 89,312

負債及び純資産の部合計 1,918,205 1,994,307
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 (2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
   【四半期連結損益計算書】 
    【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

経常収益 9,630 9,483

資金運用収益 7,706 7,393

（うち貸出金利息） 6,943 6,692

（うち有価証券利息配当金） 668 620

役務取引等収益 1,584 1,752

その他業務収益 113 84

その他経常収益 ※1  225 ※1  253

経常費用 7,576 7,861

資金調達費用 840 568

（うち預金利息） 801 532

役務取引等費用 798 868

その他業務費用 7 38

営業経費 5,682 5,735

その他経常費用 ※2  247 ※2  650

経常利益 2,054 1,621

特別損失 2 0

固定資産処分損 2 0

税金等調整前四半期純利益 2,051 1,621

法人税、住民税及び事業税 1,686 529

法人税等調整額 △863 92

法人税等合計 823 621

少数株主損益調整前四半期純利益 1,227 999

少数株主利益 105 57

四半期純利益 1,122 941
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   【四半期連結包括利益計算書】 
     【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,227 999

その他の包括利益 △184 △675

その他有価証券評価差額金 △183 △676

繰延ヘッジ損益 △0 0

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

四半期包括利益 1,042 323

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 937 265

少数株主に係る四半期包括利益 105 57
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※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

 
 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

   
※２ その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

 
  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとお

りであります。 

 
  

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当ありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当ありません。 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

破綻先債権額 867百万円 935百万円

延滞債権額 21,597百万円 22,008百万円

３ヵ月以上延滞債権額 892百万円 723百万円

貸出条件緩和債権額 9,430百万円 10,087百万円

合計額 32,788百万円 33,755百万円

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日)

償却債権取立益 108百万円 償却債権取立益 107百万円

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日)

貸倒引当金繰入額 118百万円 貸倒引当金繰入額 487百万円

貸出金償却 60百万円 貸出金償却 60百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日)

減価償却費 377百万円 317百万円

(株主資本等関係)

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 580 15.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 
定時株主総会

普通株式 574 15.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
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前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

当第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

企業集団の事業の運営において重要なものについて開示しております。 
四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額は、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりま
せん。 

 前連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(金融商品関係)

連結貸借対照表 
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金預け金 77,609 77,609 ―

(2) コールローン及び買入手形 98,800 98,800 ―

(3) 買入金銭債権 545 545 ―

(4) 金銭の信託 2,279 2,279 ―

(5) 有価証券

   満期保有目的の債券 26,092 27,198 1,106

   その他有価証券 426,790 426,790 ―

(6) 貸出金 1,240,973

   貸倒引当金（＊１） △6,238

   貸倒引当金控除後 1,234,734 1,248,018 13,283

(7)外国為替 1,041 1,041 ―

(8)その他資産（＊１）（＊２） 3,290 3,290 ―

資産計 1,871,184 1,885,575 14,390

(1) 預金 1,791,528 1,792,579 △1,051

(2) 借用金 464 464 ―

(3) 外国為替 94 94 ―

(4) 社債 8,000 8,149 △149

負債計 1,800,086 1,801,287 △1,200
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 当第１四半期連結会計期間(平成25年６月30日) 

 
（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、その他資産に対

する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計

上額）から直接減額しております。 

（＊２）デリバティブ取引は含めておりません。その他資産のうち、金融商品で時価開示の対象となるもの

を表示しております。 

  

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。満期のある預け金については、重要性が乏しいこと及びそのすべてが、残存期間1

年以内の短期であることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン及び買入手形 

約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 

(3) 買入金銭債権 

買入金銭債権のうち、貸付債権信託受益権については、取引金融機関から提示された価格によっ

ております。 

(4) 商品有価証券 

ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっております。  

(5) 金銭の信託 

その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）については、市場価格等によっておりま

す。 

四半期連結貸借対照
表計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金預け金 170,975 170,975 ―

(2) コールローン及び買入手形 83,467 83,467 ―

(3) 買入金銭債権 500 500 ―

(4) 商品有価証券

売買目的有価証券 13 13 ―

(5) 金銭の信託 2,273 2,273 ―

(6) 有価証券

満期保有目的の債券 25,359 26,293 933

その他有価証券 441,906 441,906 ―

(7) 貸出金 1,224,589

貸倒引当金（＊１） △6,601

貸倒引当金控除後 1,217,987 1,227,622 9,634

(8)外国為替 794 794 ―

(9)その他資産（＊１）（＊２） 3,395 3,395 ―

資産計 1,946,673 1,957,241 10,568

(1) 預金 1,871,105 1,872,061 △956

(2) 借用金 368 368 ―

(3) 外国為替 84 84 ―

(4) 社債 8,000 8,002 △2

負債計 1,879,558 1,880,517 △958
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(6) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。投資信託は、公表されている基準価格又は取引金融機関から提示された基準価格によっており

ます。 

変動利付国債については、市場環境を踏まえ回号毎に検討し、市場価格を時価とみなせない状態

にある回号については、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表計上額としております。

これにより、市場価格をもって連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、前連結会計年度は「有価

証券」は129百万円増加、「繰延税金資産」は44百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は84

百万円増加しております。当第1四半期連結会計期間末においては、検討の結果、保有する全ての

回号について市場価格を時価とみなせると判断し、市場価格をもって四半期連結貸借対照表計上額

としております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国内の証券会社が算出した価格を採用しておりま

す。価格の算出方法は、市場金利を基に算出される将来の10年国債利回りを用いて、各利払い時点

の金利収入を算出し、金利収入と償還元本を国債利回り等を用いた割引率で現在価値に割引くこと

で、価格を算出しております。 

なお、保有目的毎の有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しており

ます。 

(7) 貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額を

TIBOR等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて時価を算定しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フ

ローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は四半期連結決算日(連結決算日)における四半期連結貸借対照表(連結貸借対照表)上の債権等

計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていない

ものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定

されるため、帳簿価額を時価としております。 

(8) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、外国為替関連の短期貸付金（外国

他店貸）、輸出手形・旅行小切手等（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）

であります。これらは、満期のない預け金、又は約定期間が短期間（1年以内）であり、それぞれ

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(9) その他資産 

その他資産のうち、子会社のカード・割賦債権については、そのほとんどが少額であること及び

返済見込み期間等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価と

しております。また、ゴルフ会員権につきましては、四半期連結決算日(連結決算日)における自己

査定結果を踏まえ、貸倒引当金を計上しており、時価は四半期連結決算日(連結決算日)における四

半期連結貸借対照表(連結貸借対照表)上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近

似していることから、当該価額を時価としております。 

負 債 

(1) 預金 

要求払預金については、四半期連結決算日(連結決算日)に要求された場合の支払額（帳簿価額）

を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間毎に区分して、将来のキャッシ

ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際

に使用する利率を用いております。 

(2) 借用金 

借用金については、重要性が乏しいこと及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しており、

当該帳簿価額を時価としております。 

(3) 外国為替 

外国為替のうち、他の銀行から受け入れた外貨預り金及び非居住者円預り金は満期のない預り金

（外国他店預り）であり、また、外国為替関連の短期借入金（外国他店借）は約定期間が短期間

（1年以内）であります。これらの時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。 

(4) 社債 

当行の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
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※１ 企業集団の事業の運営において重要なものについて開示しております。 

※２ 四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権

を含めて記載しております。 

  

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

 
  

当第１四半期連結会計期間（平成25年６月30日） 

 
  

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

 
  

当第１四半期連結会計期間（平成25年６月30日） 

 
（注） その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落しており、時価が取得原価ま

で回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連

結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として

処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

 前連結会計年度における減損処理額は、株式111百万円であります。 

 当第１四半期連結累計期間における減損処理はありません。 

  

(有価証券関係)

1.満期保有目的の債券

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 4,174 4,433 259

地方債 3,890 3,951 61

社債 18,027 18,813 786

合計 26,092 27,198 1,106

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 4,174 4,396 222

地方債 3,160 3,211 51

社債 18,025 18,685 660

合計 25,359 26,293 933

2.その他有価証券

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 3,802 3,956 153

債券 411,661 414,695 3,033

 国債 245,579 247,387 1,807

 地方債 8,622 8,777 154

 社債 157,459 158,530 1,070

その他 9,083 8,684 △399

合計 424,547 427,336 2,788

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 3,802 4,366 563

債券 427,650 429,324 1,673

 国債 252,447 253,646 1,198

 地方債 12,622 12,715 93

 社債 162,580 162,962 381

その他 9,207 8,716 △491

合計 440,660 442,406 1,746
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。 
  

 
  

 該当ありません。 

  

 該当ありません。 

  

(１株当たり情報)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 29.11 24.74

    (算定上の基礎)

    四半期純利益 百万円 1,122 941

    普通株式に係る四半期純利益 百万円 1,122 941

    普通株式の期中平均株式数 千株 38,563 38,055

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 29.10 24.71

    (算定上の基礎)

    普通株式増加数 千株 6 47

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成25年８月１日

株式会社琉球銀行 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社琉球銀行の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社琉球銀行及び連結子会社の平成25

年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  大 竹   栄  ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  石 川  琢 也 ㊞

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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